
談話

　都が毎年実施している「都民生活に関す

る世論調査」では、暮らし向きが「苦しくなっ

た」と答えた方が 4年前から急増し、50 年

ぶりに 5 割を超えました。労働者の実質賃

金は 4 年連続マイナスで、都内の中小企業

は資材高騰や人手不足などの影響で、倒産

が過去最悪ペースです。

　新年度一般会計の予算規模

は、9兆6千億円を超えました。

都税収入は、大企業や富裕層

への富の集中にともない、こ

の 2 年間で 1 兆円も増えてい

ます。税収増も背景に、都民

の運動と日本共産党都議団の

論戦と提案により、予算案に、

①水道基本料金４カ月無償化、

②公立小中学校のエアコンの更新や断熱対

策補助、都立高校の校舎やトイレ改修をは

じめとした環境改善、③多摩モノレールへの

シルバーパスの適用準備などが盛り込まれ

たことは重要です。

　ところが知事が提出した予算案は、「所得

環境が改善」したという、都民生活の実態

とかけ離れた認識で編成され、「都民の暮ら

しの支援」ではなく「国際競争力の強化」

に軸足をおくものとなっていることが、わ

が党の論戦で明らかになりました。予算案

にはわが党をふくめ 4 会派が反対、都民

ファースト、自民、立憲会派、公明、国民民主、

参政など 8会派が賛成しました。

① 巨大噴水も、客船ターミナルも、
IR・カジノに向けて動いている
　お台場には、整備費 26億円、年間維持費

2 億円の巨大噴水が作られました。それに

隣接する青海地区の客船ターミナルは、利

用が週 1.5 回程度なのに、都は 650 億円も

投じて拡張する計画です。初年度の事業費

が予算に計上されました。わが党の質疑で、

客船ターミナルの担当課長は IR・カジノ担

当を兼務していることがわかりました。ま

た小池知事は国会議員時代、IR・カジノ推

進議員連盟に入っていたことを認めました。

　青海地区は、都がカジノを誘致する場合

の「最適地」とされています。質疑のなかで、

ギャンブル依存症の相談は、都の相談機関

でも増えていることが明らかになりました。

「都民の暮らしの支援」ではなく
「国際競争力強化」に
軸足をおく予算案に反対

カジノをつくれば、ますます深刻になりま

す。

　都は IR・カジノについて、ギャンブル等

依存症などの懸念にふれながらも、経済成

長や国際競争力を高めるために期待される

として、調査予算を新年度も計上していま

す。時として命が奪われるギャンブル依存

症患者を増やすことを、自治体がやってよ

いはずがありません。経済効果などと天秤

にかけられるものではありません。巨大噴

水、客船ターミナル拡張、そして IR・カジ

ノ調査は中止することを強く求めました。

② 都内各地で住民との紛争が起き
ているデータセンターの立地規制な
どを提案
　予算には、大量の CO2 を排出し、都内各

地で住民との紛争が起きているデータセン

ターの整備を促進する事業が盛り込まれて

います。わが党の質疑で、都が進めようと

している「ガイドライン」は、データセンター

を規制するどころか、「整備を後押しするも

の」であることが明確になりました。これ

では 2030 年カーボンハーフの目標達成な

ど不可能です。データセンターを環境アセ

スの対象とし、立地規制などを進めること、

省エネ・再エネをさらに強化することを求

めました。

③ 小池知事が進める婚活支援は重
大な人権侵害―ジェンダー平等や包
括的性教育こそ推進すべき
　知事は、「人口は国力」「人口増加にはま

ずは婚姻件数の増加だ」と発言し、婚活支

援を進めています。望む人を後押しするだ

けと言いながら、結婚・出産こそ幸せであ

るというマインドチェンジをしていくと述

べ、キャンペーンを展開し、ムーブメント

を起こしたいとしています。このように、

行政が婚姻と出産を結びつけて推奨するこ

とは、ひとつの生き方を押し付けるもので

あり、重大な人権侵害です。

　同性パートナーとともに生きることや、

未婚や子どもを持たない選択を含め、すべ

ての人の尊厳が守られるジェンダー平等社

会の実現や包括的性教育こそ推進すべきで

す。

④ 財界の要請に応える「グローバ
ル人材育成」が、子どもたちの教育
をゆがめている
　教育では、財界の要請に応える「グロー

バル人材育成」の予算が 129 億円も計上さ

れています。その約 4 割を英語スピーキン

グテストが占めています。トラブルが相次

ぎ、中止を求める都民の声が広がる英語ス

ピーキングテストは廃止し、教員を増やし、

日常の学習こそ充実させるべきです

　一方、夜間定時制高校は 6 校が新入生の

募集停止となりました。年代も背景も様々

２０２６年
第１回定例会を
終えて

２０２６年３月２７日

日本共産党東京都議会議員団

里吉 ゆみ

1

70

60

50
40

30

20

72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 

都民生活に関する世論調査

暮らしむきが「苦しくなった」
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な生徒たちの「かけがえのない居場所」で

あり、勉学とともに人と人とのふれあいに

よる成長を支える、夜間定時制でしか得ら

れない学びを保障すべきです。また高校無

償化に外国人差別を持ち込まないこと、朝

鮮学校への補助金の再開を求めました。

⑤ 小池知事による 23 区の家庭ごみ
有料化を誘導する発言は許されない

　小池知事が 23 区の家庭ごみ有料化を誘導

する発言をしたことは許されません。わが

党は、ごみ有料化に反対です。ごみ問題は

環境問題と位置づけ、プラスチック製造の

規制や、最終処分場が受け入れているごみ

の約 8 割を占める土砂系処分量を減らすた

めに、再開発のあり方を見直し、スクラッ

プ＆ビルドのまちづくりはやめるべきです。
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を起こしたいとしています。このように、

行政が婚姻と出産を結びつけて推奨するこ

とは、ひとつの生き方を押し付けるもので
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す。

④ 財界の要請に応える「グローバ
ル人材育成」が、子どもたちの教育
をゆがめている
　教育では、財界の要請に応える「グロー

バル人材育成」の予算が 129 億円も計上さ

れています。その約 4 割を英語スピーキン

グテストが占めています。トラブルが相次

ぎ、中止を求める都民の声が広がる英語ス

ピーキングテストは廃止し、教員を増やし、
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募集停止となりました。年代も背景も様々

3

な生徒たちの「かけがえのない居場所」で

あり、勉学とともに人と人とのふれあいに
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れない学びを保障すべきです。また高校無
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党は、ごみ有料化に反対です。ごみ問題は

環境問題と位置づけ、プラスチック製造の

規制や、最終処分場が受け入れているごみ

の約 8 割を占める土砂系処分量を減らすた

めに、再開発のあり方を見直し、スクラッ

プ＆ビルドのまちづくりはやめるべきです。
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な生徒たちの「かけがえのない居場所」で

あり、勉学とともに人と人とのふれあいに

よる成長を支える、夜間定時制でしか得ら

れない学びを保障すべきです。また高校無

償化に外国人差別を持ち込まないこと、朝

鮮学校への補助金の再開を求めました。

⑤ 小池知事による 23 区の家庭ごみ
有料化を誘導する発言は許されない

　小池知事が 23 区の家庭ごみ有料化を誘導

する発言をしたことは許されません。わが

党は、ごみ有料化に反対です。ごみ問題は

環境問題と位置づけ、プラスチック製造の

規制や、最終処分場が受け入れているごみ

の約 8 割を占める土砂系処分量を減らすた

めに、再開発のあり方を見直し、スクラッ

プ＆ビルドのまちづくりはやめるべきです。
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　冒頭の 1 の柱で紹介した①～③の事業の

ほかにも、都民の願いに応える多くの成果

があります。

< 教育費の負担軽減 > 私立中学校の授業料
補助の 2 万円増額、私立小中学校の給食費

負担軽減、都立高校の教材等の負担軽減に

つながる調査の予算が計上されました。わ

が党は、世界の中で日本にしかない高額な

入学金制度の廃止、さらに入学しない大学

に入学金を支払う「二重払い」の是正を求

めてきました。今定例会で都が、都立大で

二重払い解消の具体的な検討を表明したこ

とは重要です。

< 地域公共交通の総合対策 > 日本共産党都
議団は昨年 1月、「地域公共交通の危機打開・

充実への提言」を発表しました。それから

1 年余がたち、新年度予算には民間バス運

転士の定着・離職防止にむけた住宅手当へ

の支援、女性・若者・就職氷河期世代をバ

ス運転手として新たに採用したバス事業者

への奨励金、都内自動車教習所と連携して

大型二種免許を無料で取得できる免許取得

訓練事業、都立高校の生徒に対する特別講

座などの新規事業をふくむ地域公共交通支

援の総合的対策が、初めて予算化されまし

た。コミュニティバスなど区市町村支援の

補助限度額も引き上げられます。また、わ

が党は学生むけ交通パスの実施を求めてき

ましたが、学生等の通学実態調査が予算化

されたことは、今後につながるものです。

鉄道バリアフリーでは、ホームドア整備緊

急対策の予算が拡充され 12 倍に増えまし

税収増も背景に、都民の運動、
日本共産党都議団の提案と論戦で
切り拓いた多くの成果
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な生徒たちの「かけがえのない居場所」で

あり、勉学とともに人と人とのふれあいに

よる成長を支える、夜間定時制でしか得ら

れない学びを保障すべきです。また高校無

償化に外国人差別を持ち込まないこと、朝

鮮学校への補助金の再開を求めました。

⑤ 小池知事による 23 区の家庭ごみ
有料化を誘導する発言は許されない

　小池知事が 23 区の家庭ごみ有料化を誘導

する発言をしたことは許されません。わが

党は、ごみ有料化に反対です。ごみ問題は

環境問題と位置づけ、プラスチック製造の

規制や、最終処分場が受け入れているごみ

の約 8 割を占める土砂系処分量を減らすた

めに、再開発のあり方を見直し、スクラッ

プ＆ビルドのまちづくりはやめるべきです。

◢◤２０２６年第１回定例会を終えて◢◤



① 巨大噴水も、客船ターミナルも、
IR・カジノに向けて動いている
　お台場には、整備費 26億円、年間維持費

2 億円の巨大噴水が作られました。それに

隣接する青海地区の客船ターミナルは、利

用が週 1.5 回程度なのに、都は 650 億円も

投じて拡張する計画です。初年度の事業費

が予算に計上されました。わが党の質疑で、

客船ターミナルの担当課長は IR・カジノ担

当を兼務していることがわかりました。ま

た小池知事は国会議員時代、IR・カジノ推

進議員連盟に入っていたことを認めました。

　青海地区は、都がカジノを誘致する場合

の「最適地」とされています。質疑のなかで、

ギャンブル依存症の相談は、都の相談機関

でも増えていることが明らかになりました。

カジノをつくれば、ますます深刻になりま

す。

　都は IR・カジノについて、ギャンブル等

依存症などの懸念にふれながらも、経済成

長や国際競争力を高めるために期待される

として、調査予算を新年度も計上していま

す。時として命が奪われるギャンブル依存

症患者を増やすことを、自治体がやってよ

いはずがありません。経済効果などと天秤

にかけられるものではありません。巨大噴

水、客船ターミナル拡張、そして IR・カジ

ノ調査は中止することを強く求めました。

② 都内各地で住民との紛争が起き
ているデータセンターの立地規制な
どを提案
　予算には、大量の CO2 を排出し、都内各

地で住民との紛争が起きているデータセン

ターの整備を促進する事業が盛り込まれて

います。わが党の質疑で、都が進めようと

している「ガイドライン」は、データセンター

を規制するどころか、「整備を後押しするも

の」であることが明確になりました。これ

では 2030 年カーボンハーフの目標達成な

ど不可能です。データセンターを環境アセ

スの対象とし、立地規制などを進めること、

省エネ・再エネをさらに強化することを求

めました。

③ 小池知事が進める婚活支援は重
大な人権侵害―ジェンダー平等や包
括的性教育こそ推進すべき
　知事は、「人口は国力」「人口増加にはま

ずは婚姻件数の増加だ」と発言し、婚活支

援を進めています。望む人を後押しするだ

けと言いながら、結婚・出産こそ幸せであ

るというマインドチェンジをしていくと述

べ、キャンペーンを展開し、ムーブメント

を起こしたいとしています。このように、

行政が婚姻と出産を結びつけて推奨するこ

とは、ひとつの生き方を押し付けるもので

あり、重大な人権侵害です。

　同性パートナーとともに生きることや、

未婚や子どもを持たない選択を含め、すべ

ての人の尊厳が守られるジェンダー平等社

会の実現や包括的性教育こそ推進すべきで

す。

④ 財界の要請に応える「グローバ
ル人材育成」が、子どもたちの教育
をゆがめている
　教育では、財界の要請に応える「グロー

バル人材育成」の予算が 129 億円も計上さ

れています。その約 4 割を英語スピーキン

グテストが占めています。トラブルが相次

ぎ、中止を求める都民の声が広がる英語ス

ピーキングテストは廃止し、教員を増やし、

日常の学習こそ充実させるべきです

　一方、夜間定時制高校は 6 校が新入生の

募集停止となりました。年代も背景も様々

た。
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　平和の深刻な危機が進むなか、知事は「安
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日本共産党東京都議会議員団発行

ご意見・ご要望をお寄せください。お問い合わせは、各委員会の議員か地元選出の議員まで。

総務

斉藤まりこ

財政

竹内 愛

足立区

板橋区

厚生

原 のり子

都市
整備

尾崎あや子

経済
港湾

環境
建設

公営
企業

警察
消防

とや英津子

福手ゆう子大山とも子

米倉 春奈

原田あきら

里吉 ゆみ

田中とも子

藤田りょうこ

豊島区

北多摩第一 杉並区

北多摩第四

世田谷区

大田区

練馬区

文京区

北多摩第三

新宿区

委
員
長

理
事

理
事

理
事

副
委
員
長

文教

清水とし子 せいの恵子
日野市 北区

副
委
員
長

◢◤２０２６年第１回定例会を終えて◢◤


